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主催者あいさつに立った山内善男党彦根市委員長は、「稼働開始予定を平成二五年としながらいまだに市町民に公開しない行政は県が定めたゴミ行政における住民合意や公開の原則さえ踏みにじっている」として「ゴミ行政に市民の声を反映させよう」と訴えました。


地元、石寺町の山田多津子市議は経過を報告し「風光明媚な土地で、隣は彦根梨の優良産地、水稲の農業地帯。ダイオキシンなどの風評被害が心配されています。しかも過去に焼却施設計画があったが軟弱地盤なため取り止めになった地域。２百トン炉といわれる過大な建設計画を適正規模にみなおすことやゴミ減量の取組みを行政と市民が協力することでさらに規模は縮小でき、住民負担も抑えることができる」と述べました。
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　４月15日、彦根市は国が決めた「定住自立圏構想」に基づく「中心市宣言」を行いました。総務省は、彦根市と犬上３町及び愛荘町を一つの圏域とした定住自立圏の先行実施団体として決定していました（全国では他に22圏域が決定）。目的や方向性について、公表された資料や調査などで判明した現状と私たちの見解を紹介します。

















日本経団連は、昨年「自立した広域経済圏の形成に向けた提言」を発表。国と地域、産業界が広域で活性化、開発事業を推進し、このことが道州制の実現につながると強調しました。


一方、財界の提唱に応えるように、総務省「骨太の方針２００８」に盛り込まれた「定住圏自立構想」は次のような概要。


地方の５万人以上の中心市が周辺町に配慮しつつ、医療、福祉、教育など生活機能を強化し、結びつきやネットワークを強化する具体策を実施して、圏域全体の活性化を通じ、人口の定住と都市部への流出を防ぎ、分権型社会の受け皿をつくるものとしています。協定は彦根市と周辺町が個々に１対１で結びます。国は連携事業に財政支援を行います。











定住自立圏構想を実施するための財源として、昨年末、彦根市に５４００万円の臨時交付金が配分され、更に２１年度には中心市たる彦根市には割り増しの交付金が見込まれていますが、この手法は市町合併推進のための「アメのばら撒き手法」と同じであり、国が地方への交付金を大幅に削減しておきながら、定住自立圏構想推進のために臨時の交付金配分までするとは不可思議としか言いようがありません。











これは今から、道州制に移行したときの基礎自治体づくりをしておいて、現在の市町を切り捨て、市町再編の企み、市町合併の変形ではないかと危惧されます。


全国町村長会の決議でも「強制合併につながる道州制に断固反対」され「三位一体改革において削減された地方交付税総額の復元を求める」決議がされました。











　この間、１２月２６日・要綱決定、１月６日・関係５市町部局会議、１月８日首長会議でとりくみ５事業を決定、４月15日には中心市宣言で「想定される連携事項」決定(※別表参照)と、議会や町民の声を反映しないうちに次々と決められています。


　「彦根市のマネジメント」に合わせることが主となり、「甲良町で必要な課題は何か」と自主的に検討できないことも危惧されます。


日本共産党の西澤議員は、今後、情報を公開し、定住自立圏構想の具体化に当たっては、議会と行政が、「中心市宣言」にある「住民福祉の向上」を名実ともに実行し「地方自治体つぶし」とならないよう厳しく監視を求めてゆきます。





次回何でも相談


4月26日（日）17時～19時まで


受付電話番号：３８－４９４９（西澤）


過去には、雇用問題、生活保護、税金の申告、医療ミスによる補償問題、ふるさと交流村についての情報、農協とのトラブル、相続、連帯保証人トラブル、国保税未払い問題などが寄せられました。


まずは、お気軽にお電話を・・・！！








※　　想定される連携事項


①市立病院を核とした医療連携


②拠点図書館と周辺図書館の連携


③公共交通ネットワークの構築


④地産・地消の促進


⑤市町間の人事交流








中心市　　　　　　　周辺町


　　





　　　　協　定　　甲良町


彦根市　　　　　　　 豊郷町


　　　　　　　　　多賀町


　　　　　　　　　　愛荘町


　　　　（議会承認）





（ビジョン懇談会で検討）





（共生ビジョン策定5年公表）























